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１．不在村農地所有者等の実態調査
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１ー１．調査の目的

◼ 今後、相続等により、不在村農地所有者（所有する農地と異なる市区町村に居住する者）の増加が見込まれ、農地の
集積・集約化の障害となったり、農地の遊休化が進展したりするおそれがあることから、食料・農業・農村基本計画（令和
７年４月閣議決定）においても対策の必要性が明記されたところである。

◼ このため、不在村農地所有者及びその見込者（以下「不在村農地所有者等」という。）を対象にインターネットアンケート
調査を実施し、不在村農地所有者等の実態や農地に関する意識を把握・分析することで、今後の農地政策の検討材料
とすることを目的とする。

◼ また、10年後の地域の農業・農地利用の将来ビジョンを明確化する「地域計画」を通じて農地の集積・集約化に取り組む
市区町村においては、当該調査が、不在村農地所有者等の傾向や特徴、行動変容のポイント等を踏まえた不在村農地
所有者等への新たなアプローチ方法の検討に資するものになることも意図する。

第４ 食料、農業及び農村に関し総合的かつ計画的に講ずべき施策
Ⅰ 我が国の食料供給
２ 食料自給力の確保
（２）サスティナブルな農業構造への転換に向けた具体的取組

① 地域計画を核とする取組
イ 地域計画の分析・検証と適正な農地利用の在り方の検討 

高齢化や人口減少の本格化により農業者の減少や荒廃農地の拡大が進み、地域の農地が適切に利用されなくなることが懸念される中、農
地の有効利用につながるよう、農地の集約化等の取組を加速化することが重要である。

既に策定された地域計画においては、規模の小さい地区で話合いを行ったことにより、地区内に農地の受け手がいない計画や、地区として将来
の具体的なビジョンが描けない計画が見受けられる。また、所有者が不在村の農地や近い将来に不在村の相続人に相続される農地が多くある状
況や、樹木・農業用ハウス等が農地に附帯していることにより、農地の貸借が進まず、農地の集積・集約化を進める上での阻害要因の一つとなっ
ている状況などが明らかになりつつある。（中略）

くわえて、不在村の農地所有者が増加すると、その所有農地の利用が困難になるおそれがあるため、地域計画の枠組みにおいて、所有者だけ
でなく相続人まで意向を把握し、相続前における権利移転の促進や、相続発生の時点で農地の適正利用を確保する新たな方策を検討する。

（参考）「食料・農業・農村基本計画（令和７年４月11日閣議決定）」

２



１ー２．調査の方法

スクリーニング調査※

調査期間 令和７年8月8日(金)～令和７年8月12日(火)

調査内容

・非農家（職業が農業以外）であるアンケートモニターのうち143,578ssを
無作為に選定した上で、①居住する市区町村以外にある農地を相続した
又は相続見込であって、②農地の管理・利用の判断主体が回答者自身
（相続見込の場合は「判断主体未定」を含む）である者を、不在村農地
所有者等として抽出（2,487ss）。

本調査※

調査期間 令和７年8月22日(金)～令和７年8月28日(木)

調査内容
・上記スクリーニング調査により抽出した2,487ssの不在村農地所有者等
に対し、以下の調査項目について調査を実施し、最終的に1,967ssから
回収。

【調査方法】
（アンケートモニターに対するインターネットアンケート調査） 【調査対象者の抽出フロー】

インターネットアンケート会社が保有するアンケートモニター

スクリーニング調査
（143,578ss）

非農家（職業が農業以外）

①居住する市区町村以外にある
農地を相続又は相続見込

②農地の管理・利用の判断主体が
 回答者自身（相続見込の場合
 は「判断主体未定」を含む）

相続形態
不在村農地

所有者
不在村農地
相続見込者

合計

在村⇒不在村 496ss 448ss   944ss

不在村⇒不在村 573ss 450ss 1,023ss

合計 1,069ss 898ss 1,967ss

【本調査の回収サンプル数の相続形態】

調査項目 主な設問

① 農地の状況
• 居住地と農地の所在地の隔たり
• 相続時及び現在の管理・利用の状況
• 相続財産として認知した時期 等

② 農地のある市区
町村との関係

• 市区町村における親族・知人の有無
• 市区町村からの農地に関する通知の有無
• 市区町村の地域計画策定に関する話合いへの参加意向 等

③ 農地の管理・利
用に関する検討状況
や意識

• これまでに検討した農地の管理・利用の方法
• 農地の管理・利用に当たっての相談先 等

④ 相続に伴い必要
となる各種手続

• 相続時の各種手続（相続登記等）の認知・実施状況
• 相続時の各種手続を知っていたが実施しなかった理由 等
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（1,967ss）

不在村農地所有者
(1,069ss)

不在村農地相続見込者
(898ss)

本調査
（2,487ss）

４つの調査項目に回答

※ 令和７年度「不在村農地所有者及び農地相続見込者」実態調査委託事業



２．不在村農地所有者等の実態
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２ー１．相続の実態

◼ 農地の相続に伴い、農地の所在地と所有者の居住地に地理的な距離の隔たりがある傾向が見られ、特に中国地方・四国
地方に農地が所在する場合では、地方ブロックをまたぐ割合が高い傾向がみられる。
• 相続した（相続見込の）農地の所在地が、所有者の居住している都道府県外である割合は、いずれの相続形態であって

も、約５割にのぼる。
• 所有者の居住地が、相続した（相続見込の）農地の所在する地方ブロック外である割合は、全体として約３割であり、特

に、中国地方・四国地方に農地が所在する場合では約５割にのぼる。

【不在村農地所有者等の居住地】
（相続した（相続見込の）農地の所在する地方ブロック別）

5

【相続した（相続見込の）農地の所在地（相続形態別）】
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２ー１．相続の実態

◼ 農地のある市区町村との「無縁化」が徐々に進行していく兆しがみられ、これに伴い、財産としての農地に関する情報が共有
されにくくなるおそれがある。
• 農地のある市区町村に「親族も知人もいない」不在村農地所有者は、「在村⇒不在村」の相続では１割弱にとどまる一方、

「不在村⇒不在村」の相続では２割にのぼる。
• 相続後に農地の存在を認識した不在村農地所有者が約１割いるところ、農地のある市区町村に「親族も知人もいない」

層では２割にのぼる。
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２ー２．管理・利用の実態

◼ 農地の相続は必ずしもその利用に結びつかず、担い手への貸借等が行われない場合には、相続を契機として遊休化が進
むおそれがある。
• 不在村農地所有者のうち、相続した農地を「他者に貸借（賃貸借・使用貸借）」している者は４割弱である一方、相

続した農地を「遊休化」させている者は約３割にのぼる。
• 相続時と現在とで、「他者に貸借（賃貸借・使用貸借）」の割合に変化は見られない一方、「自らまたは親族・知人が

耕作」の割合が減少し、「遊休化」の割合は増加している。

【相続時の管理・利用の状況と現在の管理・利用の状況（農地の状態別）】

（注釈）複数筆の農地を相続し、筆ごとに管理・利用状態が異なる場合には、複数の
選択肢を選ぶことになるため、各選択肢の回答割合の和は100％にはならない。 7



２ー２．管理・利用の実態

◼ 相続を契機として耕作利用が縮小する傾向がみられ、また、相続財産として農地の存在を認知した時期が遅れると、管
理・利用の水準が低位となる傾向がみられる。
• 不在村農地所有者の農地の利用状況についてみると、農地の存在を認知した時期にかかわらず、相続前と比較して

「耕作」の割合が減少しており、特に「自ら耕作」の割合の減少幅が大きい。
• 相続財産である農地を「相続後に認識した」場合には、他の層と比較して、「耕作」や「貸借」の割合が小さく、「遊休

化」の割合が高い。

【相続前の管理・利用の状況】
（相続財産として農地の存在を認知した時期別） 

（注釈）複数筆の農地を相続して、筆ごとに管理・利用状況が異なる場合には、複数の選択肢を選ぶことになる。このため、各選択肢の回答割合の和は100％にはならない。

【現在の管理・利用の状況】
（相続財産として農地の存在を認知した時期別） 
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２ー２．管理・利用の実態

◼ 相続農地は、農地として活用する対象というよりも、当面保有する資産として認識される傾向がみられ、特に、農地のある
市区町村と「無縁化」すると、相続した農地の管理・利用の検討水準が低位となる傾向がみられる。
• 不在村農地所有者全体では、これまでに検討した相続農地の管理・利用の方法として「遊休化（とりあえず保持）」の

検討割合が最も高い。
• 農地のある市区町村に「親族も知人もいない」層では、親族や知人がいる層と比較して、「耕作」や「貸借」の検討割合が

総じて低い。

【これまでに検討した相続農地の管理・利用の方法（農地のある市区町村における親族・知人の有無別）】

（注釈）複数筆の農地を相続し、筆ごとに管理・利用状況が異なる場合には、複数の選択肢を選ぶことになるため、各選択肢の回答割合の和は100％にはならない。
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対象農地がある市区町村の窓口

対象農地がある市区町村の農業委員会

対象農地がある市区町村の農協（JA）
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不動産会社
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親子はいないが親族がいるn=586 親族はいないが知人がいるn=93

親族も知人もいないn=162

２ー２．管理・利用の実態

◼ 不在村農地所有者のうち、特に農地の所在地に親族・知人を有しない層では、行政との接点が希薄であり、農地の管理・
利用に関する情報が十分に届いていない可能性がある。
• 不在村農地所有者が相続農地の管理・利用について相談する先は、「親族」に次いで、「農地のある市区町村・農業委員

会」が多いが、「相続した先はない」が約３割にのぼる。また、農地のある市区町村に「親族も知人もいない」層では、農業委
員会よりも不動産会社に相談している割合が高い。

• 不在村農地所有者のうち、農地のある市区町村や関連団体から「通知は全くない」割合は全体として約４割にのぼり、特に、
農地のある市区町村に「親族も知人もいない」層では、その割合が５割を超える。

【相続した農地の管理・利用に当たっての相談先】
（農地のある市区町村における親族・知人の有無別）

【農地のある市区町村等からの農地に関する通知の有無】
（農地のある市区町村における親族・知人の有無別）
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２ー２．管理・利用の実態

◼ 農地のある市区町村における地域計画策定に関する話合いへの参加を求める不在村農地所有者は多い一方、市区町村
等からの通知がない場合は、参加の判断に必要な情報が不足しており、参加意向が顕在化していない可能性がある。
• 地域計画策定に関する話合いへの参加意向について、日程や内容が合えば「参加する意向がある」とする不在村農地所有

者の割合は６割を超える。
• 農地のある市区町村からの「通知は全くない」層では、他の層と比較して、「全く参加意向はない」「わからない」とする割合が

多い。

【地域計画策定に関する話合いへの参加意向（農地のある市区町村等からの通知の有無別）】
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令和５年の改正農業経営基盤
強化促進法により、市町村が策
定することとしている、10年後の
地域の農業・農地利用の将来ビ
ジョンを明確化する計画。

地域計画とは



２ー３．相続手続の実態

◼ 不在村農地所有者の登記に関する意識は低くないものの、相続未登記の状態は、世代をまたいで発生するおそれがある。
• 不在村農地所有者のうち、約８割が「全て相続登記を実施した（自分名義に変更した）」としており、「共有名義に変更

した」場合も含めると約9割にのぼる。
• 相続時の農地の登記状況が「前所有者名義ではなかった（相続未登記であった）」層では、そうでない層と比較して、「相

続登記を実施していない」割合が高い。

【相続登記の実施状況（相続時の登記状況別） 】

12



２ー３．相続手続の実態

◼ 相続に伴い必要となる各種手続については、不在村農地所有者の認知度が十分ではなく、またその手続をしないことに対す
る問題認識は希薄な傾向がみられる。
• 相続時の各種手続の認知・実施状況について、「不動産登記簿の相続登記」を除いていずれの手続も、「知らなかった」が

５割前後を占める。
• 相続時の各種手続を「知っていたが実施しなかった」理由について、「不動産登記簿の相続手続」を除いていずれの手続も、

「手続をしなくても特段の問題はないと思ったから」「どこからも手続を要請されなかったから」が過半を占める。
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市区町村資産税部局への相続人代表者指定の届出n=20

農協への組合員変更の届出n=21

土地改良区の組合員資格の得喪通知n=17

農地中間管理機構への契約当事者変更の通知n=24

借地人に対する契約当事者変更の通知n=11
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